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1. 2024年3月期の業績（2023年4月1日～2024年3月31日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年3月期 3,984 12.1 266 206.9 321 128.5 327 133.1

2023年3月期 3,555 7.3 86 52.4 140 86.3 140 636.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本
当期純利益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2024年3月期 63.01 ― 11.8 7.7 6.7

2023年3月期 26.70 ― 5.5 3.5 2.4

（参考） 持分法投資損益 2024年3月期 6百万円 2023年3月期 4百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年3月期 4,295 2,926 68.1 562.21

2023年3月期 4,112 2,620 63.7 503.50

（参考） 自己資本 2024年3月期 2,926百万円 2023年3月期 2,620百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2024年3月期 375 △436 △172 2,254

2023年3月期 1 △3 △186 2,488

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産
配当率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2023年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 26 18.7 1.0

2024年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 52 15.9 1.9

2025年3月期(予想) ― 0.00 ― 10.00 10.00 16.4

3. 2025年 3月期の業績予想（2024年 4月 1日～2025年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,863 △3.0 150 △43.7 200 △37.9 317 △3.3 60.91



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年3月期 5,355,390 株 2023年3月期 5,355,390 株

② 期末自己株式数 2024年3月期 150,722 株 2023年3月期 150,656 株

③ 期中平均株式数 2024年3月期 5,204,680 株 2023年3月期 5,269,064 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成
を当社としてお約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績
予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧下さい。

・当社は、2024年5月13日に決算説明会補足資料を当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当事業年度におけるわが国経済は、インバウンド需要の増加、個人消費活動の活性化など経済活動の勢いが加速

する中、円安の影響による物価高、人件費の高騰、金利動向などが今後の経済活動へ与える影響を注視していく状

況が続いていております。

　このような状況の中、当社は代表取締役交代後の新経営体制の下、各セグメントの底上げに重点を置き、特にイ

ンダストリアルIoT分野におけるDXソリューション展開としてIoTとERPノウハウを融合したソリューションスイー

ト化を組織とプロダクト両面から加速させ、CPM＆BIツール「Board」「Tagetik」とKonekti、Wise-PaaS等のコア

プラットフォームと組み合わせた形で展示会等において積極的プロモーションを図ってまいりました。また、引き

続き大手企業における懸案である2025年の崖問題向けのAIソリューション「JANUS Studio®」を始め、新規に立ち

上げたAIDプロジェクトにおいての様々な現場対応のエッジAIプロダクトの開発、プロモーション展開が順調に展

開しております。さらに、当社の特徴である幅広い業種・業態へのリーチが可能な点を活かした複合・重層的AI展

開を最重点分野の一つとし、引き続き生成型AIやエッジAIといった最先端AI技術への投資及び実案件拡大に注力し

ながらAI事業領域の拡大を図って参ります。

　この結果、当社の当事業年度の売上高は、39億84百万円（前年同期比12.1％増）となりました。損益につきまし

ては、営業利益２億66百万円（同206.9％増）、経常利益３億21百万円（同128.5％増）、当期純利益３億27百万円

（同133.1％増）となりました。

　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、当事業年度より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「３.財務諸表及び主な注記　

（5）財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。以下の前事業年度比較につ

きましては、前事業年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

「エンタープライズソリューション事業」

　好調な経済状況を反映する形でソフトウェア面での顧客企業の開発ニーズが非常に強く、当事業年度は各業種向

けの派遣常駐型システム開発及び受託請負型システム開発案件において、外部リソースの調達を含んだ既存大型顧

客からの増員要望や開発案件の増加が継続し受注増となりました。中でも、BI事業におきましては、強力な経営管

理プラットフォームCCH Tagetikのパートナー取り扱いと開発案件が順調に推移し、受注は前事業年度に比べて増

加しました。また、当社オリジナルIPサービスである「AttackBoard」のクラウド版サービス「集計名人アタボー 

５®」が第17回ASPICクラウドアワード2023においてDX貢献賞を受賞するなど、プラットフォーム活用開発も好調に

推移しました。その結果、売上高は23億84百万円（同15.0％増）となりました。その結果、売上高は23億84百万円

（同15.0％増）となりました。

「IoTインテグレーション事業」

　インダストリアルIoT分野及び医療IoT分野におきましては、引き続き既存顧客及び新規顧客共に受注が増加いた

しました。インダストリアルIoTにつきましては、前述のとおりサイボウズ社のkintoneをベースに当社オリジナル

展開しているkinterpサービスを擁するビジネスソリューション事業をDX事業に取り込んだ結果IoT・ERP連携が進

んだことにより、ソリューション提案リードの獲得が重層的に展開しIoTセグメントとしてのDX展開が加速しまし

た。ローコード・ノーコードへの注目度がますます高まる中、提案・導入の早さや利便性で好評をいただき販売期

間も短縮化され、既存顧客からのリピート受注も増加しました。また、医療機関向け自動再来受付システム等の販

売・開発につきましても順調な回復を見せ受注増となりました。さらに、エンベデッド事業におきましても、自動

車搭載セキュリティシステムのロイヤリティ収入や船舶搭載用ソリューションが生産台数の増加を受け非常に強い

成長となりました。一方で映像情報システム関連につきましては、官公庁向け大口を一巡したほか、プロダクトの

選択と集中を行いつつ前年同期並みとなりました。その結果、売上高は15億99百万円（同8.0％増）となりまし

た。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

　当事業年度末の流動資産は31億87百万円となり、前事業年度末に比べ２億92百万円減少いたしました。これは主

に、現金及び預金が２億33百万円、前渡金が60百万円減少した一方、原材料及び貯蔵品が15百万円増加したことに

よるものであります。固定資産は11億８百万円となり、前事業年度末に比べ４億75百万円増加いたしました。これ

は主に投資有価証券51百万円、長期貸付金が35百万円、繰延税金資産が51百万円、長期預金が２億円増加した一

方、会員権が27百万円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は42億95百万円となり、前事業年度末に比べ１億83百万円増加いたしました。

- 2 -

日本ラッド㈱（4736）2024年3月期 決算短信（非連結）



2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

自己資本比率（％） 61.0 62.8 63.1 63.7 68.1

時価ベースの自己資本比率（％） 47.4 88.1 68.8 68.1 137.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率（％）
541.7 1,370.3 126.1 6,217.8 0.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
34.7 13.6 138.1 2.3 1261.7

（負債）

　当事業年度末の流動負債は７億67百万円となり、前事業年度末に比べ33百万円増加いたしました。これは主に、

買掛金が40百万円、１年内返済予定の長期借入金が１億20百万円減少した一方、未払費用が54百万円、未払法人税

等が26百万円、未払消費税等が39百万円、賞与引当金が69百万円増加したことによるものであります。固定負債は

６億２百万円となり、前事業年度末に比べ１億56百万円減少いたしました。これは主に、退職給付引当金が41百万

円増加しましたが、長期未払金が１億97百万円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は13億69百万円となり、前事業年度末に比べ１億22百万円減少いたしました。

（純資産）

　当事業年度末の純資産合計は29億26百万円となり、前事業年度末に比べ３億５百万円増加いたしました。これは

主に当期純利益の計上及び剰余金の配当により利益剰余金が２億75百万円、その他有価証券評価差額金が29百万円

増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は68.1％（前事業年度末は63.7％）となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益が１億63百万円増加

した一方、減少要因として長期借入金の返済、役員退職慰労金の支払いがあり、前事業年度末に比べ２億33百万

円減少し当事業年度末には22億54百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、３億75百万円（前年同期は１百万円の獲得）となりました。これは主に、税引

前当期純利益の計上３億21百万円、受取利息及び受取配当金の受取額52百万円、役員退職慰労金の支払額１億97百

万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用された資金は、４億36百万円（前年同期は３百万円の使用）となりました。これは主に、定

期性預金の預入による支出２億円、無形固定資産の取得による支出46百万円、差入保証金の差入による支出１億30

百万円、貸付による支出46百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用された資金は、１億72百万円（前年同期は１億86百万円の使用）となりました。これは主

に、長期借入金の返済による支出１億20百万円、配当金の支払いによる支出51百万円によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としておりま

す。
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（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、中期経営計画等でもお伝えしてまいりますが、引き続きエンジニアの維持・獲

得がますます難化していく状況に対応していくため、人的資源からの直接収入モデルをベースにプロダクトアセ

ットでの収益力をコアにしていくべく、人材育成、収益構造の見直しを行ってまいります。そのために、SIサー

ビスにて人材を育成しながら、DX・AIプロダクト開発へのシフトを推進し、自社製品の開発・販売に注力してま

いります。

　「エンタープライズソリューション事業」におきましては、引き続き好調な景気を反映した人的資源の確保と

適正水準の見直しを良好な関係である既存顧客と図りつつ、集約・大口化を進めるとともに、プロジェクトの取

捨選択・開発リソースの練度・調達強化と新規顧客の開拓を行ってまいります。また、提案スピード・適応力強

化としてオリジナルサービスの絞り込み、AIを活用した開発の効率化を本格的に導入するとともに、人員育成及

び技術力向上を図るべく外部とのAI開発連携強化に努めてまいります。これらを踏まえ、当事業年度においては

一大クライアント様における突発的な開発需要が大きく売上を押し上げたこともあり、売上高21億12百万円（前

期比２億72百万円減）を見込んでおります。

　「IoTインテグレーション事業」におきましては、インダストリアルIoT部門をDX本部として統合した体制にお

いてプロダクトアセット開発・体制強化を最重点課題とし、提案力と対応力で獲得したユニークな立ち位置を更

に強化すべく、新プロダクト・プラットフォームの開発・強化、人員強化と営業体制の強化、新規顧客の直接獲

得と代理店ルートの開拓及びクイック導入型プロダクトの拡販を行ってまいります。医療機関向け自動再来受付

システム等の販売・開発につきましては、国内メーカーの一角として築き上げた医療機関様からの信頼を的確に

ニーズとして捉えるよう、新技術の導入と製品の品質を更に向上させ人員体制を拡充しより多くの顧客対応がで

きる体制を整えてまいります。エンベデッド事業におけるロイヤリティ収入は今年度の一時的な増大がどの程度

継続となるか一部不透明な部分はあるものの当事業年度と同等の収益を見込みつつ、新規事業の立ち上げを並行

して行ってまいります。これらを踏まえ、売上高17億51百万円（前期比１億50百万円増）を見込んでおります。

　以上、翌事業年度（2025年３月期）の業績見通しにつきましては、売上高は38億63百万円（同3.0％減）を見

込んでおります。また、損益面は、営業利益１億50百万円（同43.7％減）、経常利益は２億円（同37.9％減）、

当期純利益は３億17百万円（同3.3％減）を計画しております。

なお、次期の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき作成しております。したがって、予想に内在する

不確定要因は今後の事業運営における状況変化等により、実際の売上高及び損益は当該予想と大きく異なる結果

となる可能性があります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で財務諸表を作成する

方針であります。

　なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移及び国内の同業他社の国際会計基準の適用動向等を踏まえ、

国際会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。

- 4 -

日本ラッド㈱（4736）2024年3月期 決算短信（非連結）



(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,488,736 2,254,879

売掛金 749,291 728,117

契約資産 25,094 34,417

製品 11,134 3,596

仕掛品 1,676 7,630

原材料及び貯蔵品 50,515 66,131

前渡金 60,644 134

前払費用 91,327 82,520

その他 1,298 9,916

貸倒引当金 △102 △140

流動資産合計 3,479,616 3,187,205

固定資産

有形固定資産

建物 62,481 62,481

減価償却累計額 △49,502 △52,879

建物（純額） 12,979 9,602

車両運搬具 437 437

減価償却累計額 △437 △437

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 115,222 123,866

減価償却累計額及び減損損失累計額 △96,680 △103,224

工具、器具及び備品（純額） 18,542 20,641

建設仮勘定 － 7,000

有形固定資産合計 31,522 37,243

無形固定資産

借地権 8,690 8,690

ソフトウエア 80,576 89,448

電話加入権 3,365 3,365

無形固定資産合計 92,631 101,503

投資その他の資産

投資有価証券 416,478 467,852

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 － 35,543

長期預金 － 200,000

破産更生債権等 13,237 12,997

長期前払費用 2,911 1,783

会員権 30,500 3,500

繰延税金資産 43,557 94,643

その他 124,514 259,087

貸倒引当金 △122,126 △105,387

投資その他の資産合計 509,073 970,020

固定資産合計 633,227 1,108,767

資産合計 4,112,843 4,295,972

３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 191,861 151,055

１年内返済予定の長期借入金 120,000 －

リース債務 892 912

未払金 17,505 27,671

未払費用 47,702 101,811

未払法人税等 26,047 52,844

未払消費税等 46,647 85,895

前受金 123,745 107,906

預り金 26,477 36,486

受注損失引当金 － 1,030

賞与引当金 131,572 201,360

その他 1,265 599

流動負債合計 733,718 767,574

固定負債

リース債務 3,039 2,127

退職給付引当金 552,636 594,488

資産除去債務 2,057 2,077

長期未払金 200,815 3,588

固定負債合計 758,548 602,281

負債合計 1,492,266 1,369,855

純資産の部

株主資本

資本金 1,239,480 1,239,480

資本剰余金

資本準備金 659,857 659,857

その他資本剰余金 313,365 313,365

資本剰余金合計 973,222 973,222

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 441,717 717,591

利益剰余金合計 441,717 717,591

自己株式 △71,270 △71,315

株主資本合計 2,583,149 2,858,978

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 37,426 67,138

評価・換算差額等合計 37,426 67,138

純資産合計 2,620,576 2,926,117

負債純資産合計 4,112,843 4,295,972
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日

　至　2024年３月31日)

売上高 3,555,483 3,984,680

売上原価 2,853,791 3,046,066

売上総利益 701,692 938,613

販売費及び一般管理費

役員報酬 106,920 97,380

給料及び手当 207,133 231,538

賞与 22,347 26,364

法定福利費 53,622 59,956

賞与引当金繰入額 20,596 35,951

退職給付費用 17,152 18,684

支払手数料 28,886 34,146

租税公課 31,986 37,144

地代家賃 46,270 47,702

減価償却費 4,699 5,281

貸倒引当金繰入額 18 37

研究開発費 14,313 1,865

その他 60,898 76,045

販売費及び一般管理費合計 614,845 672,098

営業利益 86,846 266,514

営業外収益

受取利息 233 454

受取配当金 50,383 51,774

その他 4,799 4,757

営業外収益合計 55,417 56,986

営業外費用

支払利息 891 297

支払手数料 428 1,119

その他 7 108

営業外費用合計 1,328 1,526

経常利益 140,936 321,974

特別利益

投資有価証券売却益 18,285 －

特別利益合計 18,285 －

特別損失

固定資産除却損 310 19

特別損失合計 310 19

税引前当期純利益 158,910 321,954

法人税、住民税及び事業税 38,475 57,840

法人税等調整額 △20,247 △63,807

法人税等合計 18,227 △5,967

当期純利益 140,683 327,921

（２）損益計算書
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前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 632,584 22.2 520,121 17.0

Ⅱ　労務費 1,670,167 58.5 1,761,890 57.6

Ⅲ　外注加工費 369,912 12.9 590,209 19.3

Ⅳ　経費 ※２ 182,147 6.4 188,095 6.1

当期総製造費用 2,854,812 100.0 3,060,316 100.0

期首仕掛品棚卸高 6,459 1,676

計 2,861,272 3,061,992

期末仕掛品棚卸高 1,676 7,630

他勘定振替 ※３ 25,166 43,806

当期製品製造原価 2,834,429 3,010,555

Ⅴ　受注損失引当金繰入額 － 1,030

Ⅵ　受注損失引当金戻入益 5,535 －

Ⅶ　期首製品棚卸高 9,106 11,134

Ⅷ　期末製品棚卸高 11,134 3,596

Ⅸ　減価償却費 26,486 26,841

Ⅹ　原材料評価損 439 100

当期売上原価 2,853,791 3,046,066

売上原価明細書
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前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

１．原価計算の方法は実際原価による個別原価計算によ

っております。

１．原価計算の方法は実際原価による個別原価計算によ

っております。

※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。

（千円）

地代家賃 83,714

消耗品費 28,473

旅費交通費 18,814

減価償却費 15,054
　

（千円）

地代家賃 82,212

消耗品費 26,245

旅費交通費 23,796

減価償却費 19,350
　

※３．他勘定振替の内訳は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替の内訳は次のとおりであります。

（千円）

ソフトウェア仮勘定 24,564

原材料評価損 439

工具、器具及び備品 161
　

（千円）

ソフトウェア仮勘定 43,502

原材料評価損 100

工具、器具及び備品 161

研究開発費 41
　

（脚注）
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(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本剰
余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰
余金

当期首残高 1,239,480 659,857 313,365 973,222 327,463 327,463 △32,271 2,507,894

当期変動額

剰余金の配当 △26,429 △26,429 △26,429

当期純利益 140,683 140,683 140,683

自己株式の取得 △38,998 △38,998

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － － － 114,254 114,254 △38,998 75,255

当期末残高 1,239,480 659,857 313,365 973,222 441,717 441,717 △71,270 2,583,149

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 34,401 34,401 2,542,296

当期変動額

剰余金の配当 △26,429

当期純利益 140,683

自己株式の取得 △38,998

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

3,025 3,025 3,025

当期変動額合計 3,025 3,025 78,280

当期末残高 37,426 37,426 2,620,576

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）
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(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本剰
余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰
余金

当期首残高 1,239,480 659,857 313,365 973,222 441,717 441,717 △71,270 2,583,149

当期変動額

剰余金の配当 △52,047 △52,047 △52,047

当期純利益 327,921 327,921 327,921

自己株式の取得 △45 △45

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － － － 275,874 275,874 △45 275,828

当期末残高 1,239,480 659,857 313,365 973,222 717,591 717,591 △71,315 2,858,978

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 37,426 37,426 2,620,576

当期変動額

剰余金の配当 △52,047

当期純利益 327,921

自己株式の取得 △45

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

29,712 29,712 29,712

当期変動額合計 29,712 29,712 305,541

当期末残高 67,138 67,138 2,926,117

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 158,910 321,954

減価償却費 46,240 51,473

退職給付引当金の増減額（△は減少） 42,566 41,851

賞与引当金の増減額（△は減少） 65,675 69,787

貸倒引当金の増減額（△は減少） △221 △198

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5,535 1,030

受取利息及び受取配当金 △50,617 △52,228

支払利息 891 297

為替差損益（△は益） △328 △0

投資有価証券売却損益（△は益） △18,285 －

有形固定資産除却損 310 19

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △181,850 11,850

棚卸資産の増減額（△は増加） △13,212 △14,032

仕入債務の増減額（△は減少） △26,837 19,703

その他 △14,287 102,257

小計 3,417 553,766

利息及び配当金の受取額 50,617 52,212

利息の支払額 △846 △255

役員退職慰労金の支払額 － △197,226

法人税等の支払額 △51,194 △32,817

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,993 375,678

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △200,000

有形固定資産の取得による支出 △15,666 △13,190

無形固定資産の取得による支出 △33,334 △46,289

投資有価証券の売却による収入 47,885 －

出資金の回収による収入 － 30

差入保証金の差入による支出 － △130,206

差入保証金の回収による収入 300 －

貸付けによる支出 △1,000 △46,180

貸付金の回収による収入 1,009 1,617

その他 △2,599 △2,599

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,407 △436,819

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △120,000 △120,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △873 △892

自己株式の取得による支出 △38,998 △45

配当金の支払額 △26,340 △51,778

財務活動によるキャッシュ・フロー △186,212 △172,716

現金及び現金同等物に係る換算差額 328 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △187,298 △233,856

現金及び現金同等物の期首残高 2,676,035 2,488,736

現金及び現金同等物の期末残高 2,488,736 2,254,879

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

      該当事項はありません。

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　市場価格のない株式等

　　総平均法による原価法

(2）関連会社株式

　総平均法による時価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）原材料及び貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3）仕掛品

　個別法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

(イ)リース資産以外の有形固定資産

　主として定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物          　　　６年～22年

　　車両運搬具　　　　　４年

　　工具、器具及び備品　２年～15年

(ロ)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

(2）無形固定資産

(イ）自社利用ソフトウェア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(ロ）市場販売目的ソフトウェア

　見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とのいずれか大きい額を計上する方

法によっております。
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４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しておりま

す。

(3）受注損失引当金

　ソフトウェアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込まれ、かつ、当該損失額

を合理的に見積り可能なものについて、将来の損失発生見込額を計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から特定退職金共済制度による給付額を

控除した額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用及び数理計算上の差異については、発生した事業年度において一括で費用処理しております。

５．収益及び費用の計上基準

　当社は、エンタープライズソリューション事業、IoTインテグレーション事業の区分において以下の通り収益を認
識しています。

（1）請負契約によるソフトウェア受託開発及びIoTソリューション受託開発
　請負契約によるソフトウェア受託開発取引にはアプリケーションやソフトウェアの開発、IoTソリューション受
託開発取引にはソフトウェアインテグレーションを伴うIoTインフラ構築が含まれております。これらは当社が顧
客との契約における義務を履行することにより、資産が生じる又は資産の価値が増加し、価値の増加に伴い顧客が
当該資産を支配することから、ソフトウェア開発及びIoTインフラ構築の進捗によって履行義務が充足されていく
ものと判断し、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる場合にのみ、進捗度に基づき収益を一
定の期間にわたり認識しております。ただし、一部の受託開発において合理的に進捗度を測定できない場合又は工
期がごく短い場合、金額の重要性が乏しい場合は、一時点（工事完成基準）で収益を認識しております。

（2）準委任、派遣契約によるシステム開発
　準委任、派遣契約によるシステム開発は、顧客に対しシステムエンジニアの技術力の提供を行っており、当社が
顧客との契約における義務を履行するにつれて履行義務が充足され、顧客が便益を享受すると判断し、提供した役
務の時間に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

（3）ソフトウェアプロダクト及び機器販売
　ソフトウェアプロダクト及び機器販売取引は、ソフトウェアプロダクト販売、映像関連機器、医療機関向け受付
機等のシステム構築を含んだ納入を行っており、ソフトウェアプロダクト及びハードウェアの顧客への製品引き渡
し、検収の受領等、契約上の受渡し条件を充足することで、資産に対する支配が顧客に移転され履行義務が充足さ
れるものと判断しており、当該条件を充足した一時点で収益を認識しております。

（4）システム保守契約
　保守契約取引は、納入したソフトウェア、ハードウェアに対し契約期間内にシステム運用支援、ハードウェア点
検、障害復旧等の役務を提供しており、当社が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受
するものと判断して、収益を一定の期間にわたり認識しております。

６．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 －千円 －千円

持分法を適用した場合の投資の金額 8,817 15,084

持分法を適用した場合の投資利益の金額 4,026 6,267

（持分法損益等）

（注）関連会社に対する投資の金額は、減損処理しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)１

合計(注)２
エンタープライズソ
リューション事業

IoTインテグレーシ
ョン事業

計

売上高

外部顧客への売上高 2,073,840 1,481,642 3,555,483 － 3,555,483

セグメント間の内部

売上高又は振替高
22,433 25,903 48,336 △48,336 －

計 2,096,274 1,507,546 3,603,820 △48,336 3,555,483

セグメント利益 359,142 126,215 485,357 △398,511 86,846

その他の項目

減価償却費 12,379 29,496 41,875 4,364 46,240

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

分配の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、事業本部を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「エンタープライズソリューション事

業」、「IoTインテグレーション事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「エンタープライズソリューション事業」は、各種システムの受託開発及び導入コンサルティング、業務アプリケ

ーション、制御アプリケーション、Ｗｅｂアプリケーション、モバイルアプリケーション開発支援、ビッグデータ解

析の構築支援、パッケージ製品の自社開発、販売代理業務、海外製品のローカライズ及び国内販売を行っておりま

す。

　「IoTインテグレーション事業」は、IoTインテグレーションによるソリューション開発、ハードウェアを起点とし

たシステム製品の開発販売、組込み系システムの受託開発、映像関連機器システムの販売、データセンター事業、ク

ラウドサービス事業を行っております。

　当事業年度より、プロダクト事業部間のシナジーを促進することを目的とした組織変更を行い、「エンタープライ

ズソリューション事業」に含まれていたkinterpを主な販売プロダクトとしている「ビジネスソリューション事業部」

を「IoTインテグレーション事業」に統合して記載する方法に変更しております。

　なお、これらのセグメント変更に伴い、前事業年度のセグメント情報は、当事業年度の報告セグメントの区分に基

づき作成したものを開示しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

（注）１．セグメント利益の調整額△398,511千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなってい

ないため、記載しておりません。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)１

合計(注)２
エンタープライズソ
リューション事業

IoTインテグレーシ
ョン事業

計

売上高

外部顧客への売上高 2,384,687 1,599,993 3,984,680 － 3,984,680

セグメント間の内部

売上高又は振替高
14,195 256 14,451 △14,451 －

計 2,398,882 1,600,249 3,999,131 △14,451 3,984,680

セグメント利益 355,996 342,553 698,549 △432,035 266,514

その他の項目

減価償却費 14,697 31,706 46,403 5,069 51,473

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

第一環境株式会社 496,728 エンタープライズソリューション事業

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

（注）１．セグメント利益の調整額△432,035千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなってい

ないため、記載しておりません。

【関連情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

(1）売上高

(2）有形固定資産

  本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
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　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

第一環境株式会社 738,619 エンタープライズソリューション事業

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

(1）売上高

(2）有形固定資産

  本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。
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前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

１株当たり純資産額 503.50円 562.21円

１株当たり当期純利益 26.70円 63.01円

前事業年度
（2023年３月31日）

当事業年度
（2024年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,620,576 2,926,117

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,620,576 2,926,117

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
5,204,734 5,204,668

前事業年度
（自　2022年４月１日

至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 140,683 327,921

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 140,683 327,921

普通株式の期中平均株式数（株） 5,269,064 5,204,680

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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